
 平成 27 年４月 16 日 
各  位 

                                  会 社 名  藤藤藤藤    久久久久    株式会社株式会社株式会社株式会社 

                                FUJIKYU CORPORATION                    代 表 者 名  代表取締役社長 後藤 薫徳 （コード：9966 東証第一部・名証第一部）                        問 合 せ 先    取締役総務部長 樹神 雄二 （ＴＥＬ 052－774－1181）   「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ   当社は、平成27年４月16日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」の内容の一部改定を決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。  なお、改定箇所には下線を付しております。  記  ① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ当社の社会的責任及び企業倫理の維持を図るため、「藤久の行動規範」を定め、周知徹底しております。 取締役会は、法令及び定款に照らし、「取締役会規則」その他関連規程に基づいて取締役の職務の執行を監督し、監査役及び監査役会は、｢監査役会規則｣「監査役監査基準」に基づいて取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを独立した立場から監査しております。 内部監査室は、「内部監査規程」その他関連規程に基づいて社内各部署の業務が法令及び定款、社内諸規程その他各管理マニュアル等に従い、適正かつ有効に執行されているかを監査しております。 「コンプライアンス・マニュアル」及び｢内部公益通報保護規程｣の整備により、コンプライアンス体制の構築及び運用を行い、また、教育・研修等の実施により、コンプライアンスの知識を高めるとともに、尊重する意識向上を図っております。 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固とした態度で臨み、取引関係を持たないことを行動規範に定めるとともに、｢反社会的勢力対応マニュアル｣に基づいて管理を徹底しております。  ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制   当社の取締役の職務執行に係る情報の取扱いは､ 「稟議規程」｢文書管理規程｣  ｢情報システム管理規程｣  ｢個人情報保護マニュアル｣など、情報管理に係る社内規程に従い適切な管理・保存の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、規程等の見直しを行います。また、電磁的記録については、ＩＴ技術の高度化に伴う漏洩リスクに対し十分なセキュリティ体制を整備し、継続的に強化・改善を図っております。  ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制   全社的なリスクの管理規程を制定し、同規程に沿ったリスク管理体制の整備により、緊急事態が発生した場合は、リスク対策会議を設置して迅速な対応を行い、被害拡大防止や損害・損失の最小化と早期復旧を図ります。   １ 



④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制   当社は、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うため随時臨時取締役会を開催するものとし、経営方針及び経営戦略に係る重要事項については、事前に常勤役員会において議論を行い、その審議を経て執行決定を行うものとしております。   当社の業績管理に資する財務データについては、ＩＴを活用したシステムにより速やかに取締役に提供しており、一層の精度及び迅速化のための改善を図っております。  ⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項   当社は、現在、監査役の職務を補助する従業員はおりませんが、監査役から求められた場合には、監査役と協議のうえ、合理的な範囲で配置することといたします。  ⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項   前号に基づき、監査役を補助すべき従業員を置いた場合には、その任命・異動等人事権に係る事項の決定については、監査役会の事前の同意を得るとともに、当該従業員は当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行し、取締役からの独立性及び当該従業員に対する指示の実効性を確保できる体制としております。  ⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制   常勤監査役は、取締役会のほか、経営会議等の重要な意思決定及び職務執行状況が報告される会議へ出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員から説明を求めております。   ⑧ 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制   当社は、「内部公益通報保護規程」を定めており、監査役への報告をした者が、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けない体制としております。  ⑨ 監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費用又は債務の処理に関する事項   当社は、監査役もしくは監査役会が、その職務の執行について生じる費用の前払又は償還等を請求したときは、当該監査役又は監査役会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することといたします。  ⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制   当社の監査役（会）は、内部監査室及び会計監査人とは必要に応じて相互の情報交換や意見交換を行うなど、連携を密にして監査の実効性並びに効率性を高めております。 内部監査室による社内業務監査の結果については、代表取締役社長及び常勤監査役が出席する監査報告会において報告するなど、監査役監査との連携を図っております。また、会計監査人による監査結果につきましては報告を受け、意見を交換しております。 以 上      ２ 


